
1/7 

○君津市勤労者総合福祉センターの設置及び管理に関する条例 

平成１５年８月３１日 

条例第２５号 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第２

４４条の２第１項の規定に基づき、君津市勤労者総合福祉センターの設置及び管理に関

し必要な事項を定めるものとする。 

（設置） 

第２条 本市は、勤労者及び市民の健康の増進並びに教養及び文化の向上を図り、もって

勤労者及び市民の福祉の増進に資するため、君津市勤労者総合福祉センター（以下「勤

労者センター」という。）を設置する。 

（名称及び位置） 

第３条 勤労者センターの名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 君津勤労者総合福祉センター 

位置 君津市西君津１１番地６ 

（事業） 

第４条 勤労者センターは、次に掲げる事業を行うものとする。 

(1) 健康の増進に関する事業 

(2) 教養及び文化の向上に関する事業 

（指定管理者による管理） 

第５条 市長は、勤労者センターの設置の目的を効果的に達成するため、法第２４４条の

２第３項の規定により、勤労者等の健康及び福祉の増進を図る目的で設立された法人そ

の他の団体（市内に事務所等を有するものに限る。）であって、市長が指定するもの（以

下「指定管理者」という。）にその管理運営を行わせるものとする。 

（指定管理者が行う業務の範囲） 

第６条 指定管理者は、次に掲げる業務を行うものとする。 

(1) 勤労者センターの使用の許可及びその取消し、使用の不許可等に関する業務 

(2) 勤労者センターの使用に係る料金（以下「利用料金」という。）に関する業務 

(3) 勤労者センターの管理運営に関する業務 

(4) 勤労者センターの施設及び附属設備（以下「施設等」という。）の維持管理に関す
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る業務 

(5) 前各号に掲げるもののほか、勤労者センターの管理運営に関し必要な業務 

（指定管理者が行う管理の基準） 

第７条 指定管理者は、君津市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平

成１７年君津市条例第１２号）、この条例、この条例に基づく規則、勤労者センターの

管理運営に関し本市と締結した協定その他市長の定めるところにより、勤労者センター

の管理を行わなければならない。 

（使用時間） 

第８条 勤労者センターの使用時間は、規則で定める。ただし、指定管理者は、必要があ

ると認めるときは、市長の承認を得て使用時間を変更することができる。 

（休館日） 

第９条 勤労者センターの休館日は、次に掲げるとおりとする。ただし、指定管理者は、

必要があると認めるときは、市長の承認を得て臨時に休館し、又は休館日を変更するこ

とができる。 

(1) 月曜日（国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日に

当たるときを除く。） 

(2) １２月２９日から翌年の１月２日まで 

（使用の許可等） 

第１０条 勤労者センターの施設等を使用しようとする者は、あらかじめ指定管理者の許

可を受けなければならない。許可に係る事項を変更しようとするときも、同様とする。 

２ 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当するときは、使用の許可をしないことがで

きる。 

(1) 使用により公の秩序を乱し、又は善良の風俗を害するおそれがあると認めるとき。 

(2) 使用により勤労者センターの施設等を損傷するおそれがあると認めるとき。 

(3) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条

第２号に規定する暴力団（第１４条第４号において「暴力団」という。）の利益にな

るとき。 

(4) 前３号に掲げるもののほか、勤労者センターの管理上支障があると認めるとき。 

３ 指定管理者は、使用の許可に際し、勤労者センターの管理上必要な条件を付すること

ができる。 
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（利用料金） 

第１１条 前条第１項の規定による使用の許可を受けた者（以下「使用者」という。）は、

指定管理者に対し、利用料金を支払わなければならない。 

２ 利用料金の額は、別表に定める額を上限として指定管理者が市長の承認を得て定める

額とする。 

３ 利用料金は、指定管理者の収入とする。 

（利用料金の減免） 

第１２条 指定管理者は、市長の承認を得て定める基準により、利用料金を減額し、又は

免除することができる。 

（利用料金の還付） 

第１３条 既に支払われた利用料金は、還付しない。ただし、指定管理者が特別の理由が

あると認めるときは、この限りでない。 

（使用の許可の取消し等） 

第１４条 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、使用の許可を

取り消し、又は使用を停止させ、若しくは制限することができる。 

(1) 使用者がこの条例又はこの条例に基づく規則に違反したとき。 

(2) 使用者が虚偽の申請その他不正な手段により使用の許可を受けたことが明らかにな

ったとき。 

(3) 使用者が第１０条第３項の規定により付された条件に違反したとき。 

(4) 暴力団の利益になるとき。 

(5) 前各号に掲げるもののほか、勤労者センターの管理上支障があると認めるとき。 

（意見聴取） 

第１５条 市長は、必要があると認めるときは、第１０条第２項第３号又は前条第４号に

該当するかどうかについて、千葉県君津警察署長の意見を聴くことができる。 

（譲渡等の禁止） 

第１６条 使用者は、勤労者センターの施設等を使用する権利を他人に譲渡し、又は転貸

してはならない。 

（原状回復） 

第１７条 使用者は、その使用が終わったとき又は第１４条の規定により使用の許可を取

り消されたときは、直ちに使用した勤労者センターの施設等を原状に回復しなければな
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らない。 

（入館等の制限） 

第１８条 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当するときは、勤労者センターを利用

する者（以下「利用者」という。）の入館を制限し、若しくは禁止し、又は退場を命ず

ることができる。 

(1) 利用者が公の秩序を乱し、又は善良の風俗を害するおそれがあると認めるとき。 

(2) 利用者が勤労者センターの施設等を損傷するおそれがあると認めるとき。 

(3) 前２号に掲げるもののほか、勤労者センターの管理上支障があると認めるとき。 

（損害賠償） 

第１９条 使用者又は利用者は、自己の責めに帰すべき理由により勤労者センターの施設

等を破損し、汚損し、又は滅失したときは、速やかに原状に回復し、又はその損害を賠

償しなければならない。ただし、市長がやむを得ない理由があると認めるときは、この

限りでない。 

（委任） 

第２０条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

この条例は、平成１５年９月１日から施行する。 

附 則（平成１７年９月２９日条例第２９号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成１８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日前にこの条例による改正前の君津市勤労者総合福祉センターの設

置及び管理に関する条例の規定によりされた処分、手続その他の行為は、この条例によ

る改正後の君津市勤労者総合福祉センターの設置及び管理に関する条例の相当規定によ

りされた処分、手続その他の行為とみなす。 

附 則（平成２０年３月２８日条例第３号） 

この条例は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則（平成２５年１２月２４日条例第３２号抄） 

（施行期日） 

第１条 この条例は、平成２６年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 
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（君津市勤労者総合福祉センターの設置及び管理に関する条例の一部改正に伴う経過措

置） 

第２５条 第２４条の規定による改正後の君津市勤労者総合福祉センターの設置及び管理

に関する条例の規定は、施行日以後に発する納入通知書に係る使用料について適用し、

同日前に発する納入通知書に係る使用料については、なお従前の例による。 

附 則（平成２７年８月２６日条例第３６号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際現に使用許可を受けている者の当該使用許可に係る使用料につい

ては、なお従前の例による。 

附 則（令和元年６月２７日条例第２号抄） 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和元年１０月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

（君津市勤労者総合福祉センターの設置及び管理に関する条例の一部改正に伴う経過措

置） 

第１５条 第１４条の規定による改正後の君津市勤労者総合福祉センターの設置及び管理

に関する条例の規定は、施行日以後に使用許可を受けた者の当該使用許可に係る利用料

金について適用し、同日前に使用許可を受けた者の当該使用許可に係る利用料金につい

ては、なお従前の例による。 

附 則（令和５年１２月２２日条例第４１号） 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

別表（第１１条第２項） 

１ 専用使用 

区分 午 前 ９ 時 か ら 午 後 １

時まで 

午 後 １ 時 か ら 午 後 ５

時まで 

午 後 ５ 時 か ら 午 後 ９

時まで（ただし、日曜

日 及 び 祝 日 は 午 後 ７

時まで） 

多目的室１ １，０４０円 １，０４０円 １，０４０円
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多目的室２ １，５７０円 １，５７０円 １，５７０円

多目的室３ ２，０９０円 ２，０９０円 ２，０９０円

教養文化室 １，０４０円 １，０４０円 １，０４０円

フ ィ ッ ト ネ ス ス タ ジ

オ 

２時間まで２，０９０円 

備考 

１ 本市に住所を有していない者、市内に存する事業所等に勤務していない者及び市

内に存する学校に在学していない者又は市内に本社、支社、営業所等がない法人等が

使用する場合の利用料金は、２割増しとする。 

２ フィットネススタジオを使用する者が、当該施設を使用する日において個人使用

の表に掲げるサウナルームを使用するときは、サウナルームの利用料金は無料とする。 

２ 個人使用 

区分 金額 

トレーニングルーム ８３０円

フィットネススタジオ １，０４０円

サウナルーム ３１０円

備考 

１ 本市に住所を有していない者、市内に存する事業所等に勤務していない者及び市

内に存する学校に在学していない者の利用料金は、２割増しとする。 

２ フィットネススタジオは、スタジオレッスンを受講して使用する場合に限る。 

３ フィットネススタジオ又はトレーニングルームを使用する者が、当該施設を使用

する日においてサウナルームを使用するときは、サウナルームの利用料金は無料とす

る。 

４ 公益財団法人体力つくり指導協会（以下「体力つくり指導協会」という。）が運

営するスポーツプラザの総合会員として登録している者が、勤労者センターに併設す

るスポーツプラザの施設とフィットネススタジオ、トレーニングルーム及びサウナル

ームを併用して使用するときの利用料金は、フィットネススタジオ、トレーニングル

ーム及びサウナルームの利用料金にかかわらず、月額１，５７０円を上限とする。 

５ 体力つくり指導協会が運営するスポーツプラザの法人会員として登録しているも

のに対し体力つくり指導協会が発行する利用券を使用して、勤労者センターに併設す
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るスポーツプラザの施設とトレーニングルームを併用して使用する者の利用料金は、

トレーニングルームの利用料金にかかわらず、４１０円を上限とする。 

 


